


はしがき

本書は、「法律実務家のための人事労務管理の基礎知識」と題して、労

務管理の全般について解説したものであり、有斐閣の「法律実務家のため

の基礎知識」シリーズに加えられるものである。

本書では、主な読者として人事労務に関わる実務に関与する企業の役職

員（部署としては人事部、採用教育部、法務コンプライアンス部など幅広

い）と弁護士などの法曹を想定しているものであるが、裁判などによる人

事労務に関する紛争の解決を主な視点とせず、紛争を防止して企業として

有意義な人材の獲得・活用に向けて人事労務管理の要点を示そうとしてい

るところに特徴がある。また、執筆者は、編著者を含め、第一芙蓉法律事

務所に所属する弁護士であり、永年にわたり多くの企業の人事労務に関す

る様々な取組に対応してきた事務所として蓄積された経験に基づいて、実

務に役に立つ情報を提供することを目指して本書の執筆に当たっている。

本書では人事労務管理の基本的な論点を労働契約の成立から終了までの

段階に合わせて、「採用」、「労働時間管理」、「人事異動」、「賃金」、「労働

条件変更」、「退職金・賞与」、「懲戒」、「退職・解雇」という順に解説して

いる。また、最近の法改正等に合わせて重要な論点となっている「母性保

護、育児休業、介護休業対応」、「休職、休業者対応（メンタルヘルス不調

者）」、「有期労働・パート労働」、「高年齢者雇用」、「労働者派遣・労働者

供給と偽装請負」、「ハラスメント」、「長時間労働と労働災害、労働安全衛

生」及び「企業再編と人事労務」についてもそれぞれ章を設け、労務管理

においては欠かせない論点である「組合対応、不当労働行為、労働委員

会」についても解説しているものである。さらに、様々に注目される事項

についてはコラムとして読者の関心に応えている。

このように、本書は通読いただいても、関心のある項目を選んで読み進

んでいただいても読者の期待に応えられると評価されれば幸いである。

本書の出版に当たっては、企画立案から校正に至るまで有斐閣実務書編

集部の石山絵理氏に多大なご尽力をいただくこととなった。この場をお借

りして心からお礼を申し上げたい。

2025年 6 月

編著者として

弁護士 木下潮音
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1 法令等の表記

法令名は、以下の略記によったほか、有斐閣刊行の六法全書の略語例に依拠

した。なお、施行令、施行規則については、以下の略語の「法」に代え、「令」

「則」を付して表記している。

◻育介法 …………… 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律

◻労働承継法 ……… 会社分割に伴う労働契約の承継等に関する法律

◻高年法 …………… 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律

◻均等法 …………… 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等

に関する法律

◻最賃法 …………… 最低賃金法

◻障害雇用法 ……… 障害者の雇用の促進等に関する法律

◻職安法 …………… 職業安定法

◻職安則 …………… 職業安定法施行規則

◻短時有期法 ……… 短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に

関する法律

◻フリーランス法 … 特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律

◻労安衛法 ………… 労働安全衛生法

◻労基法 …………… 労働基準法

◻労組法 …………… 労働組合法

◻労契法 …………… 労働契約法

◻労働施策推進法 … 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び

職業生活の充実等に関する法律

◻時間改善法 ……… 労働時間等の設定の改善に関する特別措置法

◻労災法 …………… 労働者災害補償保険法

◻労派遣法 ………… 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保

護等に関する法律
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2 判例・命令の略記

(1) 判例・命令については、事件名を付し、次のように表示した。引用頁は

特段の事情のないかぎり初出頁とした。

秋北バス事件・最大判昭和 43・12・25 民集 22 巻 13 号 3456 頁

エス・ウント・エー事件・東京地判平成 9・10・29労判 725 号 15 頁

(2) 判例略語

◻最 ………………… 最高裁判所

◻最大 ……………… 最高裁大法廷

◻高 ………………… 高等裁判所

◻地 ………………… 地方裁判所

◻支 ………………… 支部

◻判 ………………… 判決

◻決 ………………… 決定

◻中労委 …………… 中央労働委員会

(3) 判例出典略語

◻民集 ……………… 最高裁判所民事判例集

◻労判 ……………… 労働判例

◻労経速 …………… 労働経済判例速報

◻労ジャ …………… 労働判例ジャーナル

(4) 行政解釈の略語

◻労告 ……………… 労働省告示

◻厚労告 …………… 厚生労働省告示

◻発基 ……………… 労働基準局関係の労働事務次官名通達

◻基発 ……………… 労働基準局長名通達

◻基収 ……………… 労働基準局長が疑義に応えて発する通達

◻雇児発 …………… 雇用均等・児童家庭局長名通達

◻職発 ……………… 職業安定局長名通達
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3 文献の略記

書籍を引用する際には、以下の文献の略記に掲げるものを除き、著者『書

名』（出版社、刊行年）参照頁、のように表示した。

雑誌論文を引用する際には、著者「論文名」掲載誌（刊行年）参照頁、のよ

うに表示した。

◻荒木 ………………………… 荒木尚志『労働法〔第 5 版〕』（有斐閣、2022

年）

◻注釈労基法・労契法（1) … 荒木尚志ほか編『注釈労働基準法・労働契約法

第 1 巻』（有斐閣、2023年）

◻荒木 =菅野 =山川 ………… 荒木尚志 =菅野和夫 =山川隆一『詳説 労働契

約法〔第 2版〕』（弘文堂、2014年）

◻労基局・労基法上 ………… 厚生労働省労働基準局編『令和 3年版労働基準

法上』（労務行政、2022年）

◻佐々木ほか編著Ⅰ・Ⅱ …… 佐々木宗啓ほか編『類型別 労働関係訴訟の実

務Ⅰ〔改訂版〕・Ⅱ〔改訂版〕』（青林書院、

2021年）

◻白石編著 …………………… 白石哲編著『労働関係訴訟の実務〔第 2版〕』

（商事法務、2018年）

◻菅野 = 山川 ………………… 菅野和夫 = 山川隆一『労働法〔第 13版〕』（弘

文堂、2024年）

◻水町 ………………………… 水町勇一郎『詳解 労働法〔第 3版〕』（東京大

学出版会、2023年）

◻山川・不当労働行為法 …… 山川隆一『不当労働行為法』（第一法規、2021

年）

◻山川・労働紛争 …………… 山川隆一『労働紛争処理法〔第 2版〕』（弘文堂、

2023年）

◻審理ノート ………………… 山口幸雄『労働事件審理ノート〔第 3版〕』（判

例タイムズ社、2016年）
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4 基準時

本書で紹介する法律のうち、改正に関する情報については原則として、

2025年 5 月末日時点で確認できた内容を掲載している。

ガイドライン、ウェブサイトについても、原則として、2025年 5 月末日時

点のものとした。ウェブサイトの URLについても同日時点のものを表記した。
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第1章 採用プロセスと
コンプライアンス

Ⅰ. 募集・求人の際の労働条件明示

1．職安法上の労働条件明示義務の内容

(1) 明示すべき事項

職安法 5条の 3 第 1 項・2 項は、労働者の募集を行う募集主は

募集に当たり応募者に対して、職業紹介を通じた求人を行う求人

者は求人の申込みに当たりハローワークや民間の職業紹介事業者

等（以下、「ハローワーク等」）に対して、当該募集・求人にかかる

「従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を

明示しなければならない」と定めている。

ここで明示が求められる「従事すべき業務の内容及び賃金、労

働時間その他の労働条件」は、具体的には以下の通りである（職

安則 4 条の 2 第 3 項。Ⅳで後述する労基法 15 条に基づく採用時の労働条件明示

義務と重複する事項も多くあるが、募集・求人の場面に限って必要となる事項に

下線を付している）。

①労働者が従事すべき業務の内容に関する事項（従事すべき業

務の内容の変更の範囲を含む。）

②労働契約の期間に関する事項

③試用期間に関する事項

④有期労働契約を更新する場合の基準に関する事項（通算契約

期間又は有期労働契約の更新回数に上限の定めがある場合には当該上限

を含む。）

⑤就業の場所に関する事項（就業の場所の変更の範囲を含む。）

⑥始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、
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休憩時間及び休日に関する事項

⑦賃金（臨時に支払われる賃金、賞与及びこれらに準ずる賃金を除く。）

の額に関する事項

⑧社会保険・労働保険（健康保険、厚生年金保険、労働者災害補償保

険及び雇用保険）の適用に関する事項

⑨募集主・求人者の氏名又は名称に関する事項

⑩労働者を派遣労働者として雇用しようとする旨（該当の場合

のみ)

⑪就業の場所における受動喫煙を防止するための措置に関す

る事項

なお、上のうち、従事すべき業務の変更の範囲（①の括弧内）、

就業の場所の変更の範囲（⑤の括弧内）、有期労働契約を更新する

場合の基準に関する事項（通算契約期間又は更新回数の上限を含む）（④）

の 3 点は、職業安定法施行規則改正により令和 6 (2024) 年 4 月か

ら追加された明示事項であり、対応漏れの企業も散見されるとこ

ろであるから、遺漏なく対応ができているか確認されたい。

(2) 明示の方法

職安法 5 条の 3 第 4 項は、「賃金及び労働時間に関する事項そ

の他の厚生労働省令で定める事項については、厚生労働省令で定

める方法により行わなければならない。」と定めている。

したがって、上記（1）①〜⑪の事項については、書面の交付

による方法か、書面被交付者（募集の場合は応募者、求人の場合はハロー

ワーク等）が希望した場合にはファクシミリ送信の方法又は電子メ

ール等の電気通信の方法により明示しなければならない（職安則 4

条の 2第 4項）。

なお、ここでいう「電子メール等」とは、「電子メールその他

002 ⎪ Chapter 1



のその受信をする者を特定して情報を伝達するために用いられる

電子通信」を意味し、LINEや Facebook等の SNS上のメッセー

ジ機能等を利用した電子通信もこれに該当する。ただし、内容を

いつでも確認することができるよう、保管することのできる方法

により明示する必要があり、具体的には、紙で出力可能なものに

限るとされている（職安則 4条の 2第 4項第 2号ロ）。

(3) 明示の時期

募集・求人における労働条件明示は、原則として、募集主若し

くは募集受託者（以下、「募集主等」）又はハローワーク等が、応募者

又は求職者（以下、「求職者等」）と「最初に接触する時点」までに、

従事すべき業務の内容等を明示することとされている（職安指針１)

第三.一.(四).、募集・求人業務取扱要領２)Ⅳ.1.⑵.ロ.�・Ⅴ.1.⑶.ロ.�）。

そして、「最初に接触する時点」とは、面接、メール、電話な

どにより、募集主（又は募集受託者）と応募者との間で意思疎通が

発生する時点をいい、例えば、面談を行う時点や、求職者等から

電話やメールにより、労働条件等にかかる質問を受けた時点を指

す。

2．実務上問題となる典型類型

(1) 具体的労働条件が確定しきっていない場合

募集・求人の場面において、具体的な労働条件が確定しきって

いないということはよくあることである。

しかし、その場合でも上述した労働条件の明示義務は免れず、

�) ｢職業紹介事業者、求人者、労働者の募集を行う者、募集受託者、募集情

報等提供事業を行う者、労働者供給事業者、労働者供給を受けようとする者等が

その責務等に関して適切に対処するための指針」（平成 11 年労告 141号、最終改

正令和 4年厚労告 198 号）。以下、同じ。

�) 厚生労働省「募集・求人業務取扱要領」（2024 年 10 月版）。以下、同じ。
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原則として募集主やハローワーク等が求職者等と労働条件にかか

る具体的なやりとりをするまでには、従事すべき業務の内容等の

項目につき、一通り網羅した明示を行う必要がある（未確定だから

といって「未定」とすることは認められない）。

具体的な労働条件が確定しきっていない場合には、一定の幅を

持った明示をすればよいとされているので（平成 30 年 1 月 1 日施行分

職業安定法改正 Q&A 問 1-2）、例えば「〇〜〇」であるとか「〇又は

△」などといった幅のある記載や包括的記載を行うこととなる。

なお、このような場合、事後的に変更等があり得ることが分か

るように、例えば「担当業務に応じ、採用時点までに相談の上で

決定します」などといった留保を付するなどの工夫を行うべきで

あろう。

(2) 従事すべき業務内容等の変更、特定、追加、削除等があっ

た場合

上記 1 (3)の通り、原則としては、「最初に接触する時点」ま

でに、労働条件明示が行われている必要があるが、その際に十分

に条件を特定できていなかったり、条件が途中で変更になったり

することもよくあることある。

このような場合（従事すべき業務の内容等を変更、特定、追加、削除する

場合）、当該変更、特定、追加、削除する事項を明示しなければな

らないとされているが（職安法 5条の 3 第 3 項、職安則 4条の 2 第 1 項・2

項）、特に留意すべきなのが、この場合の明示も上記 1 (2)同様に、

書面の交付による方法か、書面被交付者が希望した場合にはファ

クシミリ送信の方法又は電子メール等の電気通信の方法で行うこ

とが求められている点である（職安法 5条の 3第 4項、職安則 4条の 2第

4項）。

この場合（従事すべき業務の内容等を変更、特定、追加、削除する場合）

004 ⎪ Chapter 1



における明示方法は、意外と世の中一般で意識されておらず、実

務上、実践できていない会社が相当数あるので、くれぐれも留意

されたい。

なお、変更等の明示の時期については、その調整が終了した後、

当該労働契約を締結するかどうか、求職者等が考える時間が確保

されるよう、可能な限り速やかに行うべきであるとされているが、

これは当然のことと言えよう（職安指針第三.二(三)・(四)、募集・求人

業務取扱要領Ⅳ.1.⑶.ハ・Ⅴ.1.⑶.ロ.�）。

Ⅱ. 募集に関わる情報収集

1．個人情報保護法の規制

(1) 原則的な考え方

個人情報とは、個人識別符号（その情報単体から特定の個人を識別す

ることができるものとして政令に定められた文字、番号、記号その他の符号。個

人情報 2 条 2 項）のほか、特定の個人を識別することができるもの

（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別すること

ができることとなるものも含む）を指す（個人情報 2条 1項）。

そして、会社が、個人情報を含む情報の集合物を体系的に構成

した個人情報データベース等を用いている場合には「個人情報取

扱事業者」（個人情報 16 条 2 項）として個人情報保護法の適用を受け

るので、実際にはほぼ全ての企業が「個人情報取扱事業者」とし

て個人情報保護法の適用を受ける。

その結果、会社が個人情報を取得するにあたっては、利用目的

の特定・明示といった規制を受けることになる（個人情報 17 条 1

項・21 条 2 項）。

(2) 要配慮個人情報についての規制

個人情報のうち、「本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯
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第2章 労働時間管理

Ⅰ. 労働時間とは

労働時間は法的な概念で、最高裁判決によれば、労働時間とは

「労働者が使用者の指揮命令下に置かれている時間をいい、右の

労働時間に該当するか否かは、労働者の行為が使用者の指揮命令

下に置かれたものと評価することができるか否かにより客観的に

定まるもの」を意味する（三菱重工業長崎造船所事件・最判平成 12・3・9

民集 54巻 3号 801頁）。

労働時間については、長時間労働の抑制や従業員の健康（ワー

ク・ライフ・バランス）確保のため、労基法と労安衛法がそれぞれ規

制している。労基法の規制は、働く時間と働かない時間の規制で、

労安衛法の規制は、企業に労働時間（の状況）の把握を義務付け、

その時間が一定量を超えた場合に企業がとるべき措置を規律して

いる。

この労働時間という概念には、法定労働時間（労基法 32 条）、実

労働時間、所定労働時間、という 3つの概念がある。労基法が定

める法定労働時間の規制（同条）は、実労働時間と所定労働時間

を規制する「枠」のようなもので、実労働時間、つまり従業員の

実働の労働時間は、法定労働時間の規制の枠内でなければならな

いし、所定労働時間、つまり企業が就業規則や雇用契約などで定

める契約上の労働時間も、法定労働時間の規制の枠内でなければ

ならない。

そのため、契約上の労働時間（所定労働時間）が、法定労働時間

（1日 8時間、週 40 時間）よりも短く（例えば、契約上の労働時間〔所定労働

時間〕が午前 9時〜午後 5 時〔うち 1 時間休憩〕の 1 日 7時間である場合）、1
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日 7時間超〜8時間以内の労働は、（所定労働時間外の労働という意味

で）所定外労働や（法定労働時間内での超過勤務という意味で）法内超勤

などと呼ばれる。

Ⅱ. 労基法における労働時間の規制

労基法における労働時間の規制は、働く時間に関する規制とし

て、働く時間の原則的上限を定める法定労働時間の規制（1日 8時

間、週 40 時間。労基法 32 条）と、時間外労働（残業）時間の規制（同法

36 条）という働く時間の総量規制ともいうべき規制から構成され

ている。加えて、時間外労働・深夜労働・休日労働に対する割増

賃金の支払を法が強制することで（同法 37条）、それらの労働を間

接的に抑制している。

また、働かない時間に関する規制として、休憩や休日に関する

規制も存在する。

1．働く時間に関する規制

(1) 法定労働時間に関する規制(労基法 32条）

労働時間に関する最も基本的な法規制は、1週間について 40

時間を超えて労働させてはならない（労基法 32 条 1 項）、1日につい

て（休憩時間を除き) 8時間を超えて労働させてはならない（同条 2

項）という規制である。この 1 日 8時間、週 40 時間という実労

働時間と所定労働時間を規制する「枠」のことを、上述の通り法

定労働時間と呼ぶ。

この法定労働時間は、労働時間の長さの絶対的な上限ではない。

それを超える労働を下記（2）で説明する一定の要件のもとに例

外的に許容するという意味での、原則的上限を意味する規制であ

る（菅野 = 山川 401頁）。
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(2) 法定外労働・休日労働をさせるための規制
衽衲36 協定(労基法 36条）

法定労働時間の原則的枠組み（1日 8時間、週 40 時間）を超える労

働をさせる又は法定休日に労働させるには、国（が違法としているも

のを適法にすること）との関係で時間外・休日労働協定（いわゆる 36協

定）を締結し、行政官庁への届出が必須となる（労基法 36 条。さらに、

同協定は周知も必要。同法 106 条）。

もっとも、36協定は、国との関係で、従業員にさせる時間外

労働・休日労働の枠を定めるようなものなので（その枠の中で時間外

労働・休日労働をさせても、国との関係で違法にならない、という枠である）、

その枠の中で、従業員にそれらの労働をさせるには、36協定で

は足りず、対労働者との関係で、雇用契約（就業規則）において時

間外労働・休日労働を命じる根拠が存在することが必要となる。

36協定なく時間外労働又は休日労働をさせると、行政上の是

正勧告や刑罰の対象となる（労基法 36 条・119条 1号）。時間外労働・

休日労働の割増賃金は、36協定の有無にかかわらず、時間外労

働・休日労働をした事実により発生するので、時間外労働・休日

労働があれば、36協定の有無にかかわらず、割増賃金を支払わ

なければならない（同法 37条）。

36協定の締結については、使用者と事業場の労働者の過半数

を組織する労働組合又は労働者の過半数を代表する者（過半数代表

者）との間で締結されなければならず（労基法 36 条 1 項）、36協定

の必要記載事項も法定されている（同条 2 項）。過半数代表者の選

出が適法になされたかは、36協定の有効要件であるので、選出

手続の記録化も重要である。
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(3) 時間外労働・休日労働の総量規制

(i) 36 協定が定める時間外労働・休日労働の枠について

上記の通り 36協定は、時間外労働・休日労働の枠を定めるよ

うなものだが、その枠にも労基法 36 条に定められた上限がある。

その上限は、次の通りで、各企業は、その上限の中で、従業員に

行わせる時間外労働・休日労働の上限枠を 36協定で定めること

となる。

①時間外労働は、1か月につき 45 時間、1年につき 360 時間

まで（労基法 36 条 4 項）。

②しかし、通常予見できない業務量の大幅な増加等で、臨時

的に①を超えた時間外労働の必要がある場合は、特別条項

のある 36協定を締結することにより、次の iと iiをとも

に満たす上限で枠を設定できる（労基法 36 条 5 項）。もっと

も、上記①を超えるのは特別の場合で、従業員の健康にも

影響を与えるので、特別条項のある 36協定では、健康確

保措置を定めることも求められる（同条 7項）。

i. 1 か月の上限につき上記①を超えることができるのは、

1 年に 6 回（6 か月）だけ。その場合、時間外労働＋休

日労働の時間数は 100 時間未満としなければならない

ii. 1 年間の時間外労働時間は、1年につき 720 時間まで

特別条項については、労働時間記録の実体実務上、特別条項で

定めた発動の「手続」の履行が必要で、事前に「手続」を経ない

で原則的な上限時間を超えて時間外労働をさせれば法違反となる。

また、労働基準監督署の調査では、特別条項で定めた発動の

「手続」が実際に履行されたことに関する証拠を会社が保管して

いるかも、監督の対象となる。
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(ii) 36 協定の枠内での、実労働時間の総量規制

企業は、36協定で定めた枠内で、従業員に時間外労働・休日

労働をさせることになるが、実際働いた時間外労働・休日労働の

時間数（つまり実労働時間）についても上限規制がある。その内容は、

次の通りである（労基法 36 条 6 項 1号〜3号）。

a.有害業務についての時間外労働は、1日 2時間を超えないこと

b. 1 か月の時間外労働＋休日労働の合計実労働時間が、100 時

間未満であること

c. 36協定の対象期間（1 年）の初日から 1 か月ごとに区分した

各期間の 2〜6 か月平均全てにおいて、時間外労働＋休日労

働の合計実労働時間が、1か月平均 80 時間以下であること

ちなみに、上記 bと cは、労働災害における過労死認定基準

にあわせた時間数である。

(iii) (i）と（ii）の規制が適用となる従業員

上記（i)・(ii）の規制の適用は、第 3章で述べる柔軟な働き方

によって変わる。柔軟な働き方の詳細は第 3章で説明するが、各

働き方と上記（i)・(ii）の規制の適用の有無を整理すると、図表

2-1 の通りである。

実労働時間の管理の必要がある働き方である、法定労働時間の

原則的枠組み（労基法32条)・変形労働時間制（同法 32 条の 2・32 条の 4)・

フレックスタイム制（同法 32 条の 3）については、実労働時間、つ

まり実際働いた時間が上記（i)・(ii）の規制の枠内かが問題とな

る。ただ、変形労働時間制・フレックスタイム制の場合は、そも

そも法定労働時間の「枠」自体が変容され、実労働時間のうちい

かなる時間を「時間外労働」としてカウントするかが変わる。

他方、一定時間働いたとみなされる事業場外労働（同法38条の2)・

裁量労働制（同法 38条の 3・38条の 4）については、みなされた時間

を基準として、上記（i)・(ii）の規制が問題となる。例えば、裁
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